
成
果
指
標

523.00 552.00

　

□ その他

■ 既存事業の拡充

□ 事業の新規立案

１．現状維持　２．拡充　３．縮小

□ 事業の廃止・縮小

□ 事務事業の再編

ｰ 400.00 450.00

具体的な対応策等

9,500.00 10,500.00ｰ 8,500.00

10,516.00

単位

286.00

600.00

所属長 企画財政部長　荻野　昌利

５．二次評価（所属長の見解）

業務のデジタル化を推進するとともに、汎用型生成AIを本格導入し、各種業務での利用を促進するための研
修や勉強会等を実施していく。また、問い合わせ対応へのRAG機能の活用を図るほか、電話相談業務への活用
を検証し、横展開を目指す。手続のオンライン化については、通知文への二次元コードの表示など、オンラ
イン申請率の増加を図る取組を進める。また、ボランティア団体と協力し、スマートフォン教室を実施し、
デジタルデバイドの解消も進めていく。

令和６年度から本格的に取り組んで来たペーパーレス化の結果、各種決裁の電子化など成果をあげており業務のデジタル化の基盤が整ってき
ている。今後は、オンライン申請率の向上を図ることで事務がデジタルで完結する状況を創出していくとともに、生成ＡＩの活用を図ること
によって更なる事務の効率化を目指していく。

12,500.00

8,325.00 9,120.00

４．改善改革プラン（３．一次評価を受けての具体的な解決策）

区分

まちづくり指標のオンライン化されている手続数は５５２手続となり、着実にオンライン手続数を増加させ、ＩＣＴを活用した業務削減時間
については１０，５１６時間となり、順調に伸ばすことができている。さらに、ペーパーレス化推進方針に基づき、文書・契約・会計等に関
する電子決裁を推進し、令和４年度比３３％の紙使用量を削減するとともに、新しいＩＣＴツールである生成ＡＩの試験導入を行い、生成Ａ
Ｉが事務の効率化に有効か検証を進めた。また、誰でもデジタルの恩恵を受けられるよう１１公民館でスマートフォン教室を開催し、デジタ
ルデバイド対策を進めた。

評価者 ＩＣＴ推進室長　金子　正和

３．一次評価（今後の施策の方向性）

区分

11,500.00

　

現状維持

2 将来に向けた持続可能なまちづくり

小項目 3

件
オンライン化されている手続数

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

ICTを活用した業務削減時間
　

RPA・AIの利用による業務削減時間

500.00 550.00

指標名（上段）

4 行政デジタル化推進プロジェクト

区
分

令和9年度

　

　

総
合
計
画

大項目 6 みんなで創る協働のまち

中項目

上段は目標値（令和4年度は前期基本計画に基づく目標値、令和5年度以降は後期
基本計画に基づく目標値）、下段は実績値

令和07年06月20日(金)

算出式・説明（下段）

オンライン化されている手続数

施策評価表

２．評価指標

１．基本事項 作成日

施策 行政デジタル化の推進 期間 施策担当部課名 企画財政部 ＩＣＴ推進室令和5年～令和9年

施策推進の
ための主な

取組

重要度・
満足度

施策を取り巻
く社会状況等

市のオンラインサービスを利用したことがある割合が
３７．９％となり、前回と比べると８．７％の上昇と
なった。今後も継続して、いつでも、市が提供する
サービスが利用できる環境を提供しオンラインサービ
スの充実を図っていく。

デジタル技術の急速な進展により、スマートフォンな
どモバイル端末は生活に欠かせないものとなってい
る。国においては、自治体DX推進計画を策定するな
ど、地方自治体に対しても、デジタル化を前提とした
変革が求められている。

・スマートフォンなどで受けられるサービスの充実
・業務の効率化
・データを活用して課題解決をより効率的に推進
・誰でもデジタルの恩恵を受けられる環境整備

いつでも、どこでも、オンラインで必要なサービスを受
けられる「スマートな市役所」の実現を目指すととも
に、すべての市民がデジタル化の恩恵を広く受けられる
ようにするための環境整備に取り組む。また、より効率
的な行政運営のため、業務の自動化・効率化とデータの
共有・活用を図る。

目的・
対象行政デジタル化の推進

主要プロジェクト

＜第２次総合計画進行管理表＞＜第２次総合計画進行管理表＞＜第２次総合計画進行管理表＞


